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第３期データヘルス計画の策定について 

 
 
１．計画の概要 

 

●越谷市国民健康保険保健事業実施計画 

国民健康保険保健事業実施計画とは、別名「データヘルス計画」といわれ、健診・医療情報を活用

してＰＤＣＡサイクルに沿った効率的かつ効果的な保健事業の実施を図るために策定する計画です。

計画の策定にあたっては、健診の結果やレセプト等のデータの分析を行うとともに、計画に基づく事

業の評価においても健診・医療情報を活用しています。 

 

●越谷市特定健康診査等実施計画 

特定健康診査等実施計画とは、特定健康診査及び特定保健指導の適切かつ有効な実施を図るため

に国が策定した基本的な指針に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的

な事項、並びにその成果に係る目標について定める計画です。 

なお、特定健康診査等実施計画は、保健事業の中核をなす特定健康診査・特定保健指導の具体的な

実施方法等を定めるものなので、保険者が保健事業を総合的に企画し、効果的・効率的に実施するこ

とができるように、可能な限りデータヘルス計画と特定健康診査等実施計画とを一体的に策定する

ことが望ましいとされています。 

 

 

 

 

 

  

上記２つの計画を一体的に策定し、 

名称を「第３期 越谷市国民健康保険データヘルス計画」とします。 

 

 資料１ 



- 2 - 

２．健診データ及び医療費分析の主な結果 

 

現在、委託事業者の分析結果を整理し、計画素案を策定中ですが、越谷市の現状を表した、代表的な

データを示します。 

 

①特定健診・特定保健指導の状況 

特定健診受診率は国や埼玉県より受診率は高い傾向にありますが、年齢別にみると若年層で低い

傾向にあります。 

特定保健指導は全年齢層で実施率が低い傾向にあります。 
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②疾病項目別医療費の状況 

医療費全体に占める割合として、｢新生物＜腫瘍＞｣が 16.7%、｢循環器系の疾患｣は 14.1%、「内分

泌・栄養及び代謝疾患」が 9.2％とは医療費合計の高い割合を占めています。 

            

③生活習慣病の医療費の状況 

生活習慣病の医療費は 43億 3,606 万円で、医療費全体の 20.9%を占めています。 

       

生活習慣病の医療費を細かく分析すると、構成の上位は「糖尿病」が 23.2％、「脂質異常症」が

9.9％、「高血圧性疾患」が 16.6 となっています。また、人工透析などで一人当たり医療費が高額に

なる、「腎不全」も 27.9％と高い割合を占めています。 

        

生活習慣病

4,336,055,089円

20.9%

生活習慣病以外

16,422,665,721円

79.1%

医療費(円)

糖尿病

1,004,556,914

23.2%

脂質異常症

428,097,235

9.9%

高血圧性疾患

717,654,513

16.6%

虚血性心疾患

350,444,599

8.1%

くも膜下出血

47,936,287

1.1%

脳内出血

178,362,781

4.1%

脳梗塞

335,554,171

7.7%

脳動脈硬化(症)

1,148,360

0.0%

動脈硬化(症)

61,547,956

1.4%

腎不全

1,210,752,273

27.9%

医療費(円)
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④人工透析関連の状況 

   人工透析患者の一人当たり医療費は年間 600 万円程度となっています。 
 

年度 透析患者数(人) 透析医療費(円) 
患者一人当たりの 

透析医療費(円) 

平成 30 年度 264 1,549,502,550 5,869,328 

平成 31 年度 251 1,594,012,490 6,350,647 

令和 2 年度 263 1,573,010,670 5,981,029 

令和 3 年度 258 1,548,315,070 6,001,221 

令和 4 年度 236 1,461,089,940 6,191,059 

 
   生活習慣病を起因とする疾患が原因で人工透析を導入した方は 72.2％となっています。 

 

糖尿病性腎症

Ⅰ型糖尿病

4

1.4%

糖尿病性腎症

Ⅱ型糖尿病

192
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糸球体腎炎

IgA腎症

3

1.0%

糸球体腎炎

その他

10

3.4%

腎硬化症

本態性高血圧

18

6.2%

起因が特定

できない患者

64

22.0%

生活習慣を

起因とする疾病

210

72.2%

単位：人



個別事業の整理について 

 第２期データヘルス計画 

実施事業 
新計画での方針 

１ 特定健康診査 
第５章 特定健康診査・特定保健指導の実施で記載 

２ 
特定健康診査未受診者 

ハガキ勧奨 

特定健康診査受診率向上事業として一つにまとめて記載 

３ 
特定健康診査未受診者 

電話勧奨 

特定健康診査受診率向上事業として一つにまとめて記載 

４ 
人間ドック検診料 

助成事業 

継続 

５ 
埼玉県コバトン 

健康マイレージ事業 

埼玉県の共同事業として新しくなることに伴い事業名を「健

康管理アプリを利用した健康づくり事業」に変更し継続 

６ 
かかりつけ医からの 

診療情報提供事業 

特定健康診査受診率向上事業として一つにまとめて記載 

７ 特定保健指導 

第５章 特定健康診査・特定保健指導の実施で記載 

未利用者勧奨事業の部分を「特定保健指導未利用者対策」と

し、個別事業として記載 

８ 
生活習慣病重症化予防 

対策事業（受診勧奨） 

糖尿病性腎症重症化予防事業として一つにまとめて記載 

９ 
生活習慣病重症化予防 

対策事業（保健指導） 

糖尿病性腎症重症化予防事業として一つにまとめて記載 

10 
健診異常値放置者・治療中断

者重症化予防事業 

継続 

11 
ジェネリック医薬品普及促進

事業 

継続 

12 多受診適正化事業 
適正受診・適正服薬促進事業として一つにまとめて記載 

13 
重複・多剤服薬 

適正化事業 

適正受診・適正服薬促進事業として一つにまとめて記載 

第３期データヘルス計画事業（案） 

１．特定健康診査受診率向上事業 
（主な変更点） 

若年層や健診無関心層へのアプローチとしてインセンティブの強化や 

４０歳前の対象者に対する勧奨などを取り組みに加えました。また、診

療情報提供事業についても体制構築を含め、進めてまいります。 

２．人間ドック検診料助成事業 
（主な変更点） 

40 歳前からの健診習慣をつけるため対象年齢の引き下げを検討してい

ます。 
３．特定保健指導未利用者対策 
（主な変更点） 

保健指導の実施方法の工夫としてＩＣＴ面談や初回面談の分割実施の強

化を明記しています。 
４．糖尿病性腎症重症化予防事業 
（主な変更点） 

県の共同事業として継続して行いますが、市の保健師を活用してリスク

の高い方へのアプローチを別途強化します。 
５．健診異常値放置者・治療中断者への受診勧奨 
（主な変更点） 

事業の方針として変更はありませんが、対象者の選定については、医師

会など医療関係機関と協議をしたうえで推進していきます。 
６．ジェネリック医薬品普及促進事業 
（主な変更点） 

事業の方針として変更はありませんが、今後もジェネリック医薬品の促

進を図るための通知を送付します。 
７．適正受診・適正服薬促進事業 
（主な変更点） 

事業の方針として変更はありませんが、対象者の選定方法について見直

しを図り効果的に事業を進めます。 
８．健康管理アプリを利用した健康づくり事業 
（主な変更点） 

共同事業がスマートフォン等によるアプリでの事業に変わりますが、越

谷市も新事業に参加し、市民の健康意識の向上を引き続き図ります。 
９．（新）地域包括ケア及び高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関

する取組み 

（主な変更点） 

前期高齢者への取り組みとして、介護予防の観点を含めた事業を新規事

業として掲載します。実施する主な事業は地域包括ケア課が実施するフ

レイル対策事業を国保として参画する予定です。 

越谷市の医療データ分析の結果や国及び埼玉県が示す方向性として、生活習慣病に対する対策を継

続することが重要であることに変わりはないため、第 2 期データヘルス計画で実施していた事業を基

本的に継続する形で事業案を作成しています。 

ただし、事業ごとの方向性を整理し一体化したほうがよいと考えるものを一つにまとめることや、

新しく取り組むべきとされた「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」に関する取り組みなどの

変更を行っています。 



 
 

 

 

 

 

国民健康保険税の見直しについて Ⅳ 

～答申(案)の検討～ 

 

 

 

 
 

令和５年１０月１９日 

（令和５年度第４回越谷市国民健康保険運営協議会）

資料２ 
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１ 前回会議の振り返り 

（１）赤字削減・解消に向けた取組について 

・赤字削減・解消に向けて、保健事業・医療費縮減対策の推進、収納率向上など、様々な取組を進めている。 

・特に収納率については、次期運営方針での目標収納率達成に向けて、更なる取組を進めていく。 

 

（２）国民健康保険税の負担状況について 

・国民健康保険税には、均等割軽減や課税限度額の制度があり、低所得世帯や一定額以上の所得を有する高所得世帯の保険税負

担は抑えられている。 

・相対的に中間所得世帯の保険税負担が大きいため、特に応能応益割合の見直しが重要である。 

 

（３）保険税率の見直し(案)について（２つのシミュレーションの比較） 

・２つのシミュレーションのどちらであっても１人あたり３，２００円程度の引上げとなるが、過去の税率改定と比較すると影

響は抑えられており、また、令和６年度までに、概ね赤字額を半減できると見込まれる。 

・シミュレーション１は、低～中所得世帯の保険税の負担増が比較的抑えられている。 

・シミュレーション２は、埼玉県標準保険税率により近い税率設定となるが、均等割額の引上げの影響が大きいため、特に低～

中所得世帯の保険税負担が増加する。  
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２ 前回の質問について 

収入と所得について 

税の計算にあたっては、“収入”と“所得”は明確に区分されます。 

●収入とは・・・                                                  

・給与であれば、会社などから支払を受けた給与の総額を指します（手取りとは異なります）。 

・自営業であれば、その営業による売上の総額を指します（経費などは考慮しません）。 

 

●所得とは・・・                                                  

・“収入”から“必要経費”を差し引いて残った額を指します。 

・自営業であれば、営業収入から必要経費（材料の原価、人件費など）を差し引いたものが営業所得となります。 

 

 

「所得」 ＝ 「収入」－「必要経費」 

 

＜例＞自営業の場合 
営業収入（売上） ５００万円 

必要 
経費 

材料費 １００万円 

人件費 １００万円 

計 ２００万円 

営業所得 ３００万円 

 

収入 500 万円 － 必要経費 200 万円 ＝ 所得 300 万円 

 

 

 

収入 

経費 

所得 

（図１） 

【イメージ】 
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●会社勤めの方や年金暮らしの方の所得（給与所得・年金所得）                                                 

・給与収入や年金収入に必要経費はありません。そのため、収入金額に応じた一定金額を差し引いて所得を計算します。 

⇒「給与所得控除額」や「公的年金等控除額」 

《給与所得額》                         《公的年金等に係る雑所得の金額(65 歳以上)》 

給与収入金額 給与所得額※  公的年金等の収入金額 公的年金等に係る雑所得の金額 

550,999 円まで 0 円  1,100,000 円未満 0 円 

1,625,000 円まで 収入－550,000 円  3,300,000 円未満 収入金額－1,100,000 円 

1,625,001 円～1,800,000 円まで 収入－(収入金額×40％－100,000 円)  4,100,000 円未満 収入金額×75％－275,000 円 

1,800,001 円～3,600,000 円まで 収入－(収入金額×30％＋80,000 円)  7,700,000 円未満 収入金額×85％－685,000 円 

3,600,001 円～6,600,000 円まで 収入－(収入金額×20％＋440,000 円)  10,000,000 円未満 収入金額×95％－1,455,000 円 

6,600,001 円～8,500,000 円まで 収入－(収入金額×10％＋1,100,000円)  10,000,000 円以上 収入金額－1,955,000 円 

8,500,001 以上 収入－1,950,000 円(上限)    

※給与収入金額が 660 万円未満の場合は、上記の表にかかわらず、所得税法

別表第五により給与所得の金額を求めます。 

 

「所得」 ＝ 「収入」－「所得控除」 

 

＜例＞給与収入の場合 

給与収入 ５００万円 

給与所得控除 １４４万円 

給与所得 ３５６万円 

 

収入 500 万円 － 給与所得控除 144 万円 ＝ 所得 356 万円 

 

 

 

収入 

所得控除 

所得 

（図２） 

（表 2） 

【イメージ】 

（表１） 
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●課税対象となる所得（基準所得）                                                     

・所得から基礎控除（≒４３万円）を差し引いたものが“基準所得”となります。 

・基準所得に所得割の税率を乗じたものが、国民健康保険税の所得割額となります。 

 

「基準所得」 ＝ 「所得」－「基礎控除（43 万円）」 

 

＜例＞給与収入の場合 
給与所得 ３５６万円 

基礎控除 ４３万円 

基準所得 ３１３万円 

 

給与所得 356 万円 － 基礎控除 43 万円 ＝ 基準所得 313 万円 

 

 

 

 

（参考１）所得０円～４３万円の方の収入                                                     

・所得０円～４３万円の方の収入は、下記の通りとなります。 

《給与所得額》                  《公的年金等に係る雑所得の金額(65 歳以上)》 

給与収入金額 給与所得額  公的年金等の収入金額※ 公的年金等に係る雑所得の金額 

1 円～550,999 円 0 円  1 円～1,100,000 円 0 円 

551,000 円～980,000 円 1,000 円～430,000 円  1,100,001 円～1,530,000 円 1 円～430,000 円 

※厚生労働省の厚生年金保険・国民年金事業の概要（令和３年度）によると、国民年金

の平均年金月額は約 5 万 6千円（年間：67 万 2千円）、国民年金と厚生年金を合わせ

た平均年金月額は約 14万 4千円（年間：172 万 8千円）となっております。 

収入 

所得控除 

所得 

基礎控除 

 基準所得 × 所得割率 

（図 3） 

（表 3） （表 4） 

【イメージ】 
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（参考２）源泉徴収票の見方                                                     

《給与》                       《公的年金等》 

 

  

1 5 3 0 0 0 0 

給与収入 給与所得 

年金収入 

（図４） 

（図５） 
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３ 答申に当たっての議論の整理（これまでの会議のまとめ） 

（１）越谷市国民健康保険の現状と赤字削減・解消計画の進捗状況 

①越谷市国民健康保険の現状 

・被保険者数は年々減少しており、今後も減少してくことが見込まれる（図６）。 

・被保険者数の減少により、医療費総額は減少しているものの、１人当たりの医療費は増加傾向にある（図７）。 

・事業費納付金の総額は減少しているものの、１人当たりの納付金は増加しており、今後も増加が見込まれる（図８）。 

・収納率は、概ね９０％～９２％台で推移している（図９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図６） 

76,437 
72,680 

70,530 
68,656 

65,535 
62,957 

60,400 
57,980 

55,660 

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

（人） 【被保険者数】

95.7 
92.3 

83.7 
87.0 

88.8 
86.7 

84.2 
81.9 79.7 

125,160 
127,001 

118,698 
126,726 

135,544 

137,708 
139,300 141,200 

143,100 

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

70.0

80.0

90.0

100.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

（円）（億円） 【納付金】

納付金総額 １人当たり

257.0 
251.7 

238.5 
243.9 

241.3 

336,284 346,280 338,166 

355,316 

368,158 

320,000

340,000

360,000

380,000

220.0

230.0

240.0

250.0

260.0

H30 R1 R2 R3 R4

（円）（億円） 【医療費】

医療費総額 １人当たり

91.05%
90.41%

91.32%

92.13%
91.83%

89.00%

90.00%

91.00%

92.00%

93.00%

H30 R1 R2 R3 R4

（％） 【収納率】

（図７） 

（図８） （図９） 
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②埼玉県国民健康保険運営方針（第３期）について 

・埼玉県では、令和５年度で第２期の運営方針の計画期間が終了となることから、令和６年度から令和１１年度までを計画

期間とする埼玉県国民健康保運営方針（第３期）を策定する予定。 

・新たな運営方針では、令和９年度に保険税水準の準統一を実現するために、令和８年度までに法定外一般会計繰入等を解

消することが目標として明確に定められる見込み。 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

本市の計画 
  

      
  

県運営方針   
  

  
 

  
 

 

③赤字削減・解消計画の進捗状況について 

・赤字削減・解消計画は、概ね計画どおりに進んでいる。 

・赤字削減・解消に向けては、保健事業・医療費縮減対策の推進、収納率向上対策など、様々な取組を行っている。 

・ただし、現行の保険税率を維持した場合、毎年４億円程度の赤字が続き、赤字解消は困難となる。 
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（２）保険税率の状況 

①越谷市の保険税率と埼玉県標準保険税率 

・令和５年度の本市の保険税率と埼玉県標準保険税率には、大きな差がある。 

・特に医療分の所得割率は標準保険税率と比較して高く、均等割額は全ての区分で不足している状況にある。 

 越谷市(Ａ) 埼玉県標準保険税率(Ｂ) 標準保険税率との差異(Ａ)-(Ｂ) 

所得割率 

（応能割） 

医療分 ７．８０％ ６．７８％ １．０２％ 

後期高齢者支援金分 ２．４５％ ２．７５％ ▲０．３０％ 

介護納付金分 ２．２０％ ２．４０％ ▲０．２０％ 

合計 １２．４５％ １１．９３％ ０．５２％ 

均等割額 

（応益割） 

医療分 ２９，０００円 ４０，９６６円 ▲１１，９６６円 

後期高齢者支援金分 １０，５００円 １６，１１５円 ▲５，６１５円 

介護納付金分 １１，５００円 １７，３９５円 ▲５，８９５円 

合計 ５１，０００円 ７４，４７６円 ▲２３，４７６円 

応能応益割合（所得割：均等割） ６５：３５ ５３：４７ － 

 

②他市との比較 

・本市の保険税率は、県内他市(同規模・近隣等)と比較し、医療分の所得割率が高い一方、均等割額は中間に位置している。 

・他市においても、標準保険税率などを参考に、保険税率の見直しを進めている。 

 医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分 合計 
備考 

所得割率 均等割額 所得割率 均等割額 所得割率 均等割額 所得割率 均等割額 

県標準保険税率 6.78% 40,966 円 2.75% 16,115 円 2.40% 17,395 円 11.93% 74,476 円  

さいたま市 7.01% 32,800 円 2.60% 10,800 円 2.24% 12,000 円 11.85% 55,600 円 R5 年度改定 

川口市 7.45％ 28,000 円 2.50％ 9,000 円 1.30％ 13,000 円 11.25％ 50,000 円  

川越市 7.35% 27,500 円 2.40% 9,400 円 2.00% 12,300 円 11.75% 49,200 円 R5 年度改定 

越谷市 7.80% 29,000 円 2.45% 10,500 円 2.20% 11,500 円 12.45% 51,000 円 R4 年度改定 

春日部市 6.80% 31,900 円 2.05% 12,200 円 1.50% 11,700 円 10.35% 55,800 円  

草加市 7.30% 27,000 円 2.30% 7,800 円 1.80% 9,800 円 11.40% 44,600 円 R2 年度改定 

久喜市 6.86％ 33,200 円 2.34% 12,300 円 2.31％ 13,600 円 11.51% 59,100 円 R5 年度改定 均等割額１位 

八潮市 7.80% 28,000 円 2.20% 13,000 円 2.60% 13,000 円 12.60% 54,000 円 R4 年度改定 所得割率１位 

三郷市 6.90% 28,000 円 1.90% 8,000 円 1.60% 10,000 円 10.40% 46,000 円  

吉川市 6.60% 33,000 円 2.10% 9,000 円 1.80% 13,000 円 10.50% 55,000 円 R5 年度改定 

（表 6） 

（表 7） 
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（３）国民健康保険税の負担状況 

①応能応益割合 

・保険税水準の統一に向けて、現状の応能応益割合６５：３５から、埼玉県標準保

険税率の応能応益割合（およそ５３：４７）にすることが埼玉県国民健康保険

運営方針で目標とされている。 

・低所得世帯の負担を考慮し、令和８年度まで段階的に５３：４７となるよう変更

していくことが必要となる。 

 

 

②国民健康保険税の負担状況 

・国民健康保険税には、均等割軽減や課税限度額の制度があり、低所得世帯や一定額以上の所得を有する高所得世帯の保険税負

担は抑えられている。 

・相対的に中間所得世帯の保険税負担が大きいため、特に応能応益割合の見直しが重要となっている。 
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（図１１） 
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（４）令和６年度の保険税率見直し（案）について 

シミュレーション１：所得割率の引下げ、均等割額の引上げをともに抑えたパターン 

 所得割率   均等割額      

現 行 見直し後 増減率 現 行 見直し後 増減額   軽減後の均等割額 

医療分 7.80％ 7.50％ ▲0.30％ 29,000 円 31,900 円 ＋2,900 円  見直し後 増減額 

後期高齢者支援金分 2.45％ 2.50％ +0.05％ 10,500 円 11,500 円 ＋1,000 円  ７割軽減 16,500 円 ＋1,３00 円 

介護納付金分 2.20％ 2.20％ － 11,500 円 12,000 円 ＋500 円  ５割軽減 27,600 円 ＋2,200 円 

合計 12.45％ 12.20％ ▲0.25％ 51,000 円 55,400 円 ＋4,400 円  ２割軽減 44,300 円 ＋3,500 円 

メリット 

・均等割額の引上げによる低～中所得世帯の保険税の負担増は比較的抑えられている。 
・保険税率の見直しによる、所得階層別の保険税増減額のバランスが取れている。 

デメリット 

・応能応益割合は、目標としている６０：４０程度までは改善されない可能性がある。 

 

 

シミュレーション２：１よりも更に所得割率を引き下げ、均等割額を引き上げたパターン 

 所得割率   均等割額      

現 行 見直し後 増減率 現 行 見直し後 増減額   軽減後の均等割額 

医療分 7.80％ 7.30％ ▲0.50％ 29,000 円 32,500 円 ＋3,500 円  見直し後 増減額 

後期高齢者支援金分 2.45％ 2.55％ +0.10％ 10,500 円 12,000 円 ＋1,500 円  ７割軽減 17,000 円 ＋1,800 円 

介護納付金分 2.20％ 2.25％ +0.05％ 11,500 円 12,500 円 ＋1,000 円  ５割軽減 28,400 円 ＋3,000 円 

合計 12.45％ 12.10％ ▲0.35％ 51,000 円 57,000 円 ＋6,000 円  ２割軽減 45,600 円 ＋4,800 円 

メリット 

・埼玉県標準保険税率に、より近い税率設定となり、応能応益割合がより改善される。 

デメリット 

・均等割額の引上げの影響が大きいため、特に低～中所得世帯の保険税負担が急増する。 
・加えて、所得割率の見直しも大きいため、所得階層別の保険税増減額の差が大きい。  

 

※どちらのシミュレーションでも、令和６年度までに、概ね赤字を半減できると見込まれる。 

（表 8） （表 9） 

（表 10） （表 11） 



 
 

令和５年（2023 年） 月  日  
 
 
 
越谷市長 福 田   晃  様 
 
 

越谷市国民健康保険運営協議会  
会  長  関 森  初 義 

 

 
 

国民健康保険税の見直しについて（答申） 
 

令和５年５月２５日付け越国年第２４４号で市長から諮問のあった「国民健
康保険税の見直しについて」、別添のとおり答申します。 

 

（素案） 資料３ 
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答  申 

 
国民健康保険制度は、疾病や負傷の際に安心して医療を受けられるよう、国民皆

保険を支える最後の砦として、市民の健康の保持増進と地域医療の確保に大きな
役割を果たしてきました。しかしながら、高齢化の進展や医療技術の高度化などに
よって一人当たりの医療費の増加が続く一方で、高齢者や低所得者の割合が高い
ために財政基盤が脆弱であるという構造的な課題を抱えています。 

平成３０年度からは都道府県が保険者に加わり、財政運営の主体として中心的
な役割を担う広域化が始まるとともに、国が毎年度 3,400 億円の公費を投入し、
国民健康保険財政の基盤強化が図られたものの、本市の国民健康保険は依然とし
て赤字が続いており、その補填のために一般会計からの多額の法定外繰入を行う
ことで収支の均衡を維持している状況にあります。 

広域化と同時に都道府県は運営方針を定め、市町村はその方針に基づいて国民
健康保険を運営することとなりましたが、令和２年１２月に策定された「埼玉県国
民健康保険運営方針（第２期）」（以下「埼玉県運営方針」という。）において、国
民健康保険の安定した運営のため、令和９年度に県内の保険税水準の統一を目指
し、その前年度の令和８年度までに市町村は赤字を解消することが目標とされま
した。そのため、本市では令和４年度に保険税率を改定し、以降については、県に
支払う納付金の推移や社会情勢などを考慮しつつ、２年ごとに保険税を見直しし、
令和８年度までに赤字を解消することとなりました。 

このような背景を踏まえ、当協議会は、この度の「国民健康保険税の見直しにつ
いて」の諮問に対し、本市の国民健康保険の財政状況と被保険者の保険税負担を勘
案のうえ、慎重に協議を重ねた結果、次のとおり答申いたします。 
 
１．赤字削減・解消に向けた取組について 

埼玉県運営方針は、国民健康保険法第８２条の２の規定に基づき策定された
基本方針であり、その方針において令和８年度までの赤字解消が目標とされて
いること、また、赤字補填のために一般会計から法定外繰入を行うことは、国
民健康保険以外の健康保険に加入する市民にとって重ねての負担となることか
ら、令和８年度までに本市が抱える赤字を解消する必要があるものと考えます。 
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赤字削減・解消に向けては、第一に、保険者の以下項目の更なる取組によっ
て赤字額の縮減に努めることが重要であります。 

（１）保健事業の推進 
データヘルス計画に基づく PDCA サイクルにより、効果的・効率的な保健

事業を実施し、被保険者の健康の保持増進を図ること。 

（２）医療費縮減対策の推進 
ジェネリック医薬品の更なる利用促進やレセプト点検の充実強化などによ

って、医療費適正化を図ること。 

（３）収納率向上対策の推進 
口座振替の推進や電子納付の拡充による納付利便性の向上などによって、

納期内納付を促進するとともに、徴収対策の強化を図ること。 

 

２．令和６年度以降の保険税の見直しについて 

保険者として、１に掲げる取組を進められていますが、赤字解消にまで至る
ことは困難であることから、令和６年度以降の保険税の見直しはやむを得ない
ものと考えます。 

保険税の見直しに当たっては、以下の項目について留意することを提言いた
します。 

（１）令和６年度以降の保険税の見直しについては、埼玉県運営方針に示された
令和８年度までの赤字解消と保険税率の引上げによる被保険者の急激な負
担増加を緩和するため、令和６年度と令和８年度の２回に分けて行うこと。 

（２）保険税率の見直しに当たっては、令和９年度の保険税水準統一の目安である
埼玉県標準保険税率における応能応益割合５３：４７と、現状の本市の応能応
益割合６５：３５との大きな乖離を踏まえ、段階的に埼玉県標準保険税率に近
づけることで、より公平な保険税負担を実現すること。 

特に、応能割（所得割率）のうち、本市の医療分が埼玉県標準保険税率よ
りも高い状況にあり、中間所得層の負担が相対的に大きくなっていることか
ら、その是正に努めること。 
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一方で、応能応益割合の見直しは、応益割（均等割額）の引上げとなるこ
とから、低所得世帯や被扶養者の多い世帯の保険税負担が急激に大きくなら
ないよう、十分に配慮すること。 

（３）今後も医療費の増加が見込まれる中、保険者側の医療費縮減の取組みのみ
では十分な効果が期待できないことから、被保険者に対して、健康の保持増
進こそが自身や家族の生活にとって大切であり、健康維持に努めることで医
療費の負担軽減に繋がり、ひいては保険税引上げの抑制効果が見込めること
を積極的・継続的に周知啓発していくこと。 

（４）本市の収納率は県内下位にあり、県内の同級規模以上の団体と比較しても
低いこと、また、令和６年度からの次期埼玉県運営方針案では、本市の規模
に求められる収納率が現状よりも約２ポイント高くなる予定であること、そ
して何より公平性の観点からも高い収納率を確保する必要があることから、
担税力の低い世帯に十分に配慮した上で、収納率向上に努めること。 

（５）脆弱な国民健康保険の財政基盤の強化と被保険者の保険税負担の軽減を
図り、国民皆保険の最後の砦たる国民健康保険を将来にわたって持続可能な
ものとするため、引き続き国に対して公費拡充の要望を継続して実施してい
くこと。 



 
 

 

今後の制度変更等の予定について 
（令和５年１２月定例会にて条例改正議案を上程予定） 

 
 

１．産前産後期間の保険税の軽減（令和６年１月から） 

（１）概要 

子育て世帯への支援を強化するため、出産する被保険者の産前・産後期間相当の４
か月間の保険税を令和６年１月から軽減するもの。 

 
（２）軽減による影響 

・１人当たり３万円程度の軽減を見込んでおり、年間 200 件程の出産があることから、
3 万円×200 件＝600 万円の影響が見込まれる(令和 5 年度は令和６年１月からの３
か月のため影響額は 150 万円)。 

・軽減される保険税は、２分の１を国が、４分の１を都道府県と市町村がそれぞれ負
担し、一般会計から繰り入れることとなっているため、国民健康保険特別会計での
財源的な負担は無い。 

 
 

２．課税限度額の引上げ（令和６年度から） 

（１）概要 

国民健康保険税には課税限度額(上限額)が設定されており、地方税法施行令が改正
されたことに伴い、令和６年度から限度額を 104 万円へと引き上げる。 

 
 令和５年度 令和６年度 引上げ額 

基礎課税分(医療分)  ６５万円  ６５万円 － 

後期高齢者支援金等分  ２０万円  ２２万円 ＋２万円 

介護納付金分  １７万円  １７万円 － 

合  計  １０２万円  １０４万円 ＋２万円 

 

（２）引上げによる影響 

・限度額まで達する世帯は約 730 世帯の見込み。 
・限度額の引上げで、全体の課税額は約 1,480 万円増額となる見込み。 
・低所得であれば限度額まで達しないため、基本的に低所得者に影響はない。 
 
 

３．保険税率の改定（令和６年度から） 

⇒当運営協議会での答申を踏まえて、税率の見直しを行うもの。 
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